
広報あぐい　２００６年２月１５日号

3

対前年増減数職　　員　　数区　　　分
平成１７年度平成１６年度平成１５年度平成１７年度平成１６年度平成１５年度部　　　門
０００３３３議 会

一
般
行
政
部
門

△３２１３５３８３６総 務
０００１５１５１５税 務
１１△１５６５５５４民 生
１００１０９９衛 生
０００７７７農林水産
０００２２２商 工

△１△１△１１３１４１５土 木
△２２△１１４１１４３１４１小 計
△２△２△１３３３５３７教 育特　

　

別

行
政
部
門 △２△２△１３３３５３７小 計

△４０△２１７４１７８１７８普通会計
０△１０８８９水 道公

営
企
業
等

会
計
部
門

０△１０６６７下 水 道
△１△１０９１０１１そ の 他
△１△３０２３２４２７小 計
△５△３△２１９７２０２２０５合　　　計

注：教育部門に教育長を含む

８８部部門門別別職職員員数数のの状状況況（（各各年年４４月月１１日日現現在在））

構成比
（％）

職員数
（人）標準的な職務内容区分

２.２４部長・部長相当職８級

８.８１６課長・課長相当職７級

７.２１３課長補佐・園長６級

２９.８５４係長・主査・主任保育士・
教頭５級

１６.０２９係長・主査・主任保育士・
教頭・主任４級

２２.７４１主事・技師・保育士・教諭３級

１１.１２０主事補・技師補・保育士・
教諭２級

２.２４主事補・技師補・保育士・
教諭１級

１００.０１８１計

７７行行政政職職のの級級別別職職員員数数（（平平成成１１７７年年４４月月１１日日現現在在））

国の制度内　　　　　　　容区　分

同　じ

 期末手当　  勤勉手当
６月期 １.４０月分　   ０.７０月分
１２月期 １.６０月分　   ０.７０月分
　計 ３.００月分　   １.４０月分

期末・勤勉
手 当

同　じ

　　　　　　自己都合　  勧奨退職
勤続２０年　　２１.００月分　 ２７.３０月分
勤続２５年　　３３.７５月分　 ４２.１２月分
勤続３５年　　４７.５０月分　 ５９.２８月分
最高限度額　５９.２８月分　 ５９.２８月分
定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

退職手当

同　じ

配偶者   １３,５００円
配偶者以外

２人目まで１人につき６,０００円
（扶養親族でない配偶者を有す
る場合の１人目は６,５００円、配偶
者のない場合の１人目は１１,０００
円）

　　　３人目以降１人につき５,０００円
満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末
までの子
　　　１人につき５，０００円加算

扶養手当

同　じ

持家　２,５００円（新築・購入から５年間）
借家・借間

１２,０００円を超える家賃額に応じ、
最高２７,０００円

住居手当

６６職職員員手手当当のの状状況況（（平平成成１１７７年年４４月月１１日日現現在在））

４４ 職職員員のの初初任任給給のの状状況況（（平平成成１１７７年年４４月月１１日日現現在在））

国の制度内　　　　　　　容区　分

同　じ

交通用具（自動車等）利用者
２㎞以上～５㎞未満  ２,０００円
５㎞以上～１０㎞未満  ４,１００円
１０㎞以上～１５㎞未満  ６,５００円
１５㎞以上～２０㎞未満  ８,９００円
２０㎞以上～２５㎞未満  １１,３００円
２５㎞以上～３０㎞未満  １３,７００円
３０㎞以上～３５㎞未満  １６,１００円
３５㎞以上～４０㎞未満  １８,５００円
４０㎞以上～４５㎞未満  ２０,９００円
４５㎞以上～５０㎞未満  ２１,８００円
５０㎞以上～５５㎞未満  ２２,７００円
５５㎞以上～６０㎞未満  ２３,６００円
６０㎞以上   ２４,５００円
交通機関利用者支給単位期間の定期券
相当額　 （１カ月換算で最高５５,０００円）

通勤手当

３８,５６４千円支 給 総 額
１６年度

（普通会計決算）
時 間 外
勤務手当 ２４８,８００円支給対象職員１人

当たり平均支給年額

２２.６５％職 員 全 体 に 占 め る
手 当 支 給 職 員 の 割 合

特殊勤務
手 当

６,５１４円支 給 対 象 職 員 １ 人
当 た り 平 均 支 給 月 額

７種類手 当 の 種 類

徴収手当、防疫作業手当、清掃手当、保育手当、
教育手当、不快手当、滞納徴収業務手当

手当の
名　称


